
相続税評価額と実勢価格が
大きく乖離した土地の相続

相談の背景 B a c k  g r o u n d

対応策 M e a s u r e s

査定価格は「6千万円前後」と、相続税評価額の1/2以下。
高低差のある土地であったため、「造成費用がかさむ」との
理由で査定価格が伸び悩んだとのことでした。

相続税納税のため相続財産の一つである「相続税評価額
1.4億円の土地」の売却を検討した納税者。

有効活用の難しい土地であるため、可能であればこの機会
に「物納」を検討したいと納税者の顧問税理士よりご相談い
ただきました。

結果的に、収納までに想定以上の期間を要しましたが、
利子税・延滞税や調査費用など追加の費用が発生したものの、相対的にみれば、費用対効果を考えても納税者に
とって非常に有利な結果となりました。
弊社をご紹介いただいた顧問税理士と納税者の信頼強化にもつながった事例です。

土地の現況と問題点 S t a t u s  &  P r o b l e m

① 物納申請財産が納税額約1.2億円を上回り、「超過物納」となってしまう
② 売却すると相続税評価額を大きく下回り、納税資金が確保できない
③ 納税期限が迫っていた

P r o b l e m

相続税納税において、「物納」が有利な場合もありま
す。しかし、多くの条件整備が必要となるケースもあり
ますので、「物納」を検討する際は弊社までご相談くだ
さい！

本事例のポイント P o i n t

相続税評価額は、実勢価格の8割ほどと想定されていますが、エリア、立地条件や不動産市況によっ
て実勢価格が相続税評価額を下回ることも。その場合、本事例のように相続税評価額で納税を行う

「物納」が有利となることもあります。

必ずしも
「相続税評価額＜実勢価格」となるわけではない！P O I N T
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M e s s a g e
ひとこと

スムーズな物納条件整備課題

着眼点 V i e w p o i n t s

超過物納状態の解消 納税スケジュール 対象地の状況

● 物納対象地分筆ラインの
　 検討

● 物納申請書類の提出延長
　 制度を活用

●古井戸や果樹（柿の木）がある
● 隣接地から擁壁の越境が
　 見られる

顧問税理士がスムーズに物納申請できるよう、土地家屋調査士・解体業者等の手配を行い、弊社が中心となり、
以下、条件整備を進めました。

2 物納申請・物納申請書類作成・提出サポート

3 隣接地所有者から擁壁に関する合意書取得

4 果樹の伐採・伐根・古井戸の埋め戻し

分筆ラインの確定⇒分筆1

相続税評価額

約1.4億円約1.4億円
査定価格

約6,000万円約6,000万円

CASE 1




